人事院総裁から春の段階の回答引き出す－3/23（2010春闘情報Ｎｏ.10）

　公務員連絡会の棚村議長他委員長クラス交渉委員は、3月23日11時から江利川人事院総裁と2010春季段階の最終交渉を行った。この交渉で人事院総裁は、別紙の通り、最終的な回答を示した。人事院総裁との交渉経過と回答内容は次の通り。 

　なお、総務大臣との交渉は19時30分からの予定であり、終了後、再度この情報を含め、公務員連絡会声明、自治労声明等を掲載した情報を発信する予定である。

＜人事院総裁交渉の経過＞

　人事院江利川総裁との交渉は、同日11時から人事院内で行われた。

　冒頭、棚村議長が「２月18日に要求書を提出し、事務当局と交渉・協議を積み上げてきた。この経緯をふまえ、本日は、総裁から誠意ある春の段階の回答をいただきたい」として、2010春季段階の最終回答を求めたのに対して、総裁は「本年の民間の春闘は、17日一斉回答日以降順次回答が行われている。ここまでの状況をみると、まず月例賃金については、ベースアップは見送るものの、定昇は実施する企業が多く、また、一時金については、厳しさもみられるが、昨年同期のような落ち込みはないようである。このような民間状況の中、本年も、夏の給与勧告に向け５月以降民間の給与等実態調査を開始することになるが、本日は、現段階における人事院の考え方について、皆さんからの要求項目に沿って順次回答する」と述べた上で、資料１の通り回答した。

　棚村議長は、この回答に対して次の通り見解を述べた。

(1) 公務を取り巻く極めて厳しい情勢の中でご努力いただいたことに感謝したい。

(2) 徐々に景気回復の兆しが見えているとはいえ、今なお先行き不透明で厳しい経済、雇用情勢のもとで闘われている2010春闘は、大手の集中回答は終えたものの、「すべての労働者の雇用確保と賃金・労働条件の改善」を求めて、いまなお懸命に取り組んでいる最中にある。われわれの春闘は、公務員制度改革が重要局面を迎え、公務を巡る厳しい情勢が継続するもとで、雇用の確保と賃金・労働条件の改善を最重要課題として位置づけ、取組みを進めてきた。

(3) ただいまの総裁回答で、人事院勧告の意義や役割、給与改定に当たっての基本姿勢が表明された。これは、要求に照らして満足いくものではないが、今日の情勢の下では重い意味を持つものと考える。公務員の勤務条件に対するバッシングや政治の介入に毅然として対処し、低下し続ける公務員給与の維持、改善に向けて、今後、労働基本権制約の代償機能という人事院の最も重要な役割を十全に果たしていただくことが必要だと考えている。

(4) われわれがこの春闘で重視してきた国の日々雇用非常勤職員の雇用・任用形態の見直し内容が明らかにされたことは評価するが、実施時期が明確にされなかったことは不満である。なお関係各府省と調整中とのことだが、一日でも早い実施に向けて全力で取り組んでもらいたい。 

　段階的定年延長の課題については、年内の意見の申出の実現に向けて取組みを一段と加速してもらいたい。その際、給与カーブのあり方など個別課題については、われわれと十分交渉・協議し、あくまで「納得」を得た上で作業を進めていただくことを強調しておきたい。

(5) いま公務員労働者は、国民のための公共サービスの確保に向けて、厳しい労働環境の中で私生活まで犠牲にして一生懸命職務を遂行している現状にある。人事院総裁におかれては、給与・勤務条件を取り巻く情勢には極めて厳しいものがあるが、今後、①公務員賃金の維持・改善、②新たな非常勤職員制度の早期実施、③段階的定年延長の意見の申出、などをはじめとした課題の解決に全力で取り組んでもらいたい。

　最後に棚村議長は、「本日の回答は、総裁の春の段階の最終回答として受け止め、組織に持ち帰って協議したい」と述べ、人事院総裁交渉を締めくくった。

別紙「人事院総裁回答」は次ページ
◇別紙－人事院総裁の2010春季要求に対する回答

人事院総裁回答

２０１０年３月２３日

１　２０１０年度賃金要求について 

　労働基本権制約の代償措置としての給与勧告制度の意義及び役割を踏まえ、官民較差に基づき適正な公務員給与の水準を確保するという人事院の基本姿勢に変わりはない。

　また、給与改定に当たって、公務員連絡会が交渉、協議、納得を求めていることについては理解する。

　平成18年度から実施してきている給与構造改革は、平成22年度において当初予定していた施策がすべて実施されることになる。今後も様々な課題に取り組むこととなるが、特に公務員の高齢期の雇用問題に関連して給与制度上の様々な問題に対処する必要があり、公務員連絡会とも十分意見交換しながら検討を進めて参りたい。

　公務員の給与改定については、民間給与の実態を精確に把握した上で、公務員連絡会の要求及び公務員の生活を考慮しつつ、人事院の重要な使命として、適切に対処する。

　給与勧告作業に当たっては、較差の配分、手当の在り方などについて公務員連絡会と十分な意見交換を行うとともに、要求を反映するよう努める。

　一時金については、民間の支給水準等の精確な把握を行い、適切に対処する。

２　非常勤職員の雇用、労働条件の改善等について 

　日々雇用の非常勤職員の任用・勤務形態の見直しについては、日々雇用が更新されるという現行の制度を廃止し、会計年度内で、臨時的な業務に応じて最長１年間の任期を設定して任用する仕組みを新たに設けることとしたいと考えている。

　また、任期満了後、新会計年度に設置された非常勤官職への再採用は妨げられないが、人事院としては、例えば、同一府省において雇用することができる期間について、３年という上限を設ける必要があると考えている。

　今後、職員団体及び制度官庁、各府省と詰めの協議を行うこととし、実施時期については、新しい仕組みの内容を関係者に十分周知するなど円滑な実施のため所要の準備を行う必要があることを念頭に置きつつ、早期に実施できるよう準備を進めて参りたい。

３　労働時間の短縮等について 

　公務員の勤務時間・休暇制度の充実に向けて、関係者や公務員連絡会の意見を開きながら引き続き検討する。

　超過勤務の縮減については、現在、各府省において在庁時間の削減目標を設定するなどして、政府全体として取組がなされている。

　本院としても、昨年２月に定めた他律的業務に係る720時間の目安時間の遵守状況などを注視しつつ、関係機関と連携して超過勤務の縮減に努めて参りたい。

　病気休暇制度や運用のあり方については、今後、公務員連絡会の意見も聞きながら、本年夏の勧告時を目途として、検討して参りたい。

４　新たな人事評価制度の実施・運用等について 

　新たな人事評価については、各府省における実施状況や活用状況の調査を行うことを検討したい。また、その結果を踏まえ、公務員連絡会をはじめ各方面の意見を聞きながら、引き続き、適切に対処していきたい。

５　新たな高齢期雇用施策について 

　高齢期の雇用については、昨年の勧告時の報告で述べたように、平成25年度から段階的に65歳まで定年を延長することが適当であり、本年中を目途に、そのための意見の申出を行うことができるよう検討を進めている。

６　男女平等、福利厚生施策等について 

　平成17年末に改定された「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」に基づく施策が着実に実行されるよう努めて参りたい。

　各府省における「次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画の実施については、人事院としても、国家公務員の勤務条件を所管する立場から、引き続き適切に対応して参りたい。

　心の健康づくり対策について、現在、「円滑な職場復帰及び再発防止のための受入方針」（平成17年７月）を改定するための検討会を設け、専門家による検討を進めているところであり、その検討結果を施策に反映していきたい。

以上

